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　事実の整理には今しばらく時間がかかりそうである
が、米国が提案していると伝えられる内容は、いずれも
日米安保体制を、「日本をアジアのイギリス」に仕立てる
方向に、一歩踏み込もうとしていることを窺わせる。主要
基地の「ハブ化」と言われるものの中味が、日本の場合、
単に軍事的な位置づけに留まらず、日米安保体制その
ものの極めて政治的な変更を含む概念となりつつある。
今、米国は、なだめすかしながら、小泉政権をギリギリと
締め上げているに違いない。１９９６年の安保再定義のとき
の当事者であった橋本龍太郎首相が、「あなた方はアメ
リカの怖さを知らないのだ」と広島市長に漏らしたという
エピソードを聴いたが、そのようなことが今起こっている
のであろう。
　一方で、米軍「世界態勢の見直し」の中で、沖縄米軍
と基地の削減が、私たちのもう一つの重大関心事であ
る。沖縄米軍・基地は速やかに大幅に削減されなければ
ならない。その理由は、地上戦を経験した地域における
自治と人権の問題、憲法と日米安保条約の法の支配の
問題、環境の問題、日本の安全保障の問題、といったい
ずれの観点から考察しても、現在の姿は間違っているか
らである。
　沖縄の海兵隊は、日米安保体制を超えた「汎用軍」で

あることは、米国議会証言、会計検査院（ＧＡＯ）報告書、
海兵隊司令官の証言・陳述において、しばしば指摘され
てきた。私自身、米国情報公開法で得たデータに基づい
て試算して、日米安保条約に忠実であるならば沖縄の
海兵隊は、現在の７分の１まで削減すべきであるという報
告書を作成したことがある１。
　したがって、沖縄問題はいかなる意味においても、日
米同盟の新次元を作るための取り引きの道具にされるよ
うな問題ではない。日本は、米国の世界態勢の見直し
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米国の猛烈な圧力
沖縄基地問題との取り引きは筋違い

　再編規模という観点からすれば、進行中の米軍の「世界態勢見
直し（ＧＰＲ）」の中心はドイツと韓国であることは間違いない。しか
し、米国の狙う政治目標という観点から見るとき、「日米同盟の転換」
が極めて重要な位置を占めていることが、明らかになりつつある。
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金日成　の核兵器観
　　　―東欧の公文書から
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を、アジアに協調的な地域安全保障を前進させるための
自主外交回復のチャンスにすることが問われているの
である。

同床異夢の活用

　ピースデポでは、沖縄がこの機会を捉えて強力に米
軍削減を訴える機会として活用できるよう、調査面で貢
献したいと努力してきた。鍵の一つは米議会がＧＰＲに対
して示している強い関心をいかに活用するかにあった。
　米議会は、国内基地の合理化を推し進め閉鎖・再編
しようとしている国防総省の動きに警戒を示してきた。多
くの議員の選出母体となる地元の経済が打撃を受ける
からである。そこで、議会は、国内基地の閉鎖・再編は、
海外基地の閉鎖・再編と同時に行うべきであるという主
張を展開し、ある程度成功を収めてきた。米国の議員の
大部分は、沖縄の状況に直接の関心があるわけではな
い。しかし、この米議会の関心の中に、基地の負担からの
軽減を求める沖縄の切実な声を届けることができるなら
ば、同床異夢であっても相乗効果を生む可能性が十分
に考えられた。もちろん、人権派の議員の真剣な取り組み

を誘発することも出来る。
　ピースデポは日本のメディアがほとんど見逃していた
「海外基地見直し委員会」の設立が立法化されたことを
いち早くキャッチした（本誌２００号参照）。そして、その後
の紆余曲折を丹念にフォローしてきた。その努力が実っ
て、「海外基地見直し委員会」の最初の公開討論会が７
月１４日に開催されることを突きとめた。幸い、伊波洋一宜
野湾市長が勇気を持って取り組んでいる訪米直訴行動
がこの時期と重なって、この機会を効果的に活用するこ
とが出来る見通しになっている。
　米議会で、基地閉鎖・再編をどのように議論している
か、以下に代表的な論争を再現したい。この論争は、２０
０５会計年に行うことがすでに立法化されている（ＢＲＡＣ
０５法）米国内基地の閉鎖･再編を、法律の修正によって
覆そうとする修正案に対する論争である。米議会のこの
問題への関心を知る上で非常に参考になるであろう。沖
縄との関係において、論争を分かりやすくするための短
い解説を加えた。（梅林宏道）　

注：
１．平和資料協同組合・米軍削減案作業グループ「市民の提
案：『極東条項』による在日米軍削減案」、１９９６年３月。
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修正第３１５８号とは
　国防認可法案のタイトルⅩⅩⅧの最後に
「サブタイトルＥ：国防基地の閉鎖及び再編」
を追加し、その中に次のような内容の「第２８６
１節：２００５年基地閉鎖ラウンドを米国外の基
地のみに適用するとする変更」及び「第２８６２
節：米国内基地に関する２００７年基地閉鎖ラ
ウンド」を設ける。
　第２８６１節：０５年ＢＲＡＣラウンド（０５会計年
に行う基地閉鎖・再編の取り組みで、本来、
米国内基地のみを想定していた）を海外基
地のみに適用する。その際、国防長官が閉
鎖対象基地を勧告するときに、公法108-132
で設置された「海外基地見直し委員会」の
最終報告を考慮しなければならない。
　第２８６２節：２００７年の国内基地閉鎖ラウン
ドを認可するために、上下院合同の決議を
あげなければならない。

沖縄との関係
　沖縄の観点から見るとき、この修正条項が
可決されると「海外基地見直し委員会」を活
かす意味を持っている。この点、下院が「海

外基地見直し委員会」を廃止し、ＢＲＡＣ０５を
延期することを決定したのとは違う歓迎すべ
き側面がある。しかし一方で、可決されると、
下院と同じようにＢＲＡＣを否定する（延期ま
たは廃止）動きであるため、下院との調整の
際に、下院に押されて「海外基地見直し委員
会」を廃止する流れに呑まれる危険もある。
修正案が否決された場合、下院との調整に
おいてＢＲＡＣ延期は困難になると思われる。
この場合、下院では国防省に対する安心感
が少ないので、海外基地に厳しい目が向け
られることを期待して「海外基地見直し委員
会」は存続する可能性が強い。しかし、国防
総省が行っている「世界態勢見直し」が相
当に大胆な削減計画を提示すると、「海外基
地見直し委員会」の魅力が減って、廃止が
合意される可能性も残っている。

■論争

ロット（修正提案者、ミシシッピ）：（賛成）
修正案は、下院軍備委員会の案のように
ＢＲＡＣを延期しようという案ではない。修

正案は、２００５年はまず海外基地の閉鎖
を、そして次に２００７年に国内基地の閉
鎖をやろうという提案だ。順を追ってやる
べきである。

　 　現在、世界態勢の見直しが行われて
いる。その結果、たとえばドイツから半分
部隊が帰ってくるかも知れない。そうす
れば、その部隊をどの基地で受け入れ
るかが問題になる。

　 　また、「海外基地見直し委員会」が今
年の１２月３１日までに、海外基地の閉鎖
について報告をする。それを考慮に入れ
てから、次の国内基地の閉鎖を考えるべ
きだ。

　 　私はＢＲＡＣ過程を信用していない。Ｂ
ＲＡＣ委員会が政治から独立していると
いうのは信じられない。前の委員会で問
題があった。もっと時間をかけるべきだ。

ドーガン（修正提案者、ノースダコタ）：
（賛成）修正案は、来年のＢＲＡＣを無くそ
うと意図しているのではない。来年のＢＲ
ＡＣ委員会は、海外基地の閉鎖を行うの
だ。ＢＲＡＣ０５を認可して以来、テロとの
戦争、アフガン戦争、イラク戦争が続い
ている。状況が変わっている。新しい状
況で、国外基地をまず見直すべきだ。

ワーナー（軍備委員会委員長、バージニ
ア）：（反対）経過から考えると、重要な修
正だ。海外基地を先に考えるべきだとい
う意見に異存はない。海外兵力削減につ
いては、国防総省はすでにやっている。
　指摘したいのは、地元社会か混乱す

米上院ＦＹ０５国防認可法（Ｓ２４００）

修正第３１５８号に関する論争
２００４年５月１８日

（下線部分は、将来の引用の必要を考慮して、正確な訳とした。その他は論旨の要約である。）

（ロット-ドーガン修正条項）

背景については、上記事参照。

●Ｍ
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ることだ。すでに、財力を投入して対応し
てきた地元のコミュニティが、もう２年間も
引き延ばされたらたまらない。

レビン（軍備委員会野党幹事、ミシガ
ン）：（反対）ここに統合参謀会議議長以
下４軍の参謀長が連署した手紙が委員
長宛に届いている。彼らは、ＢＲＡＣの実
行を強く要請している。彼らは、海外基地
を閉鎖する意図をはっきりと述べている。

　 　修正案にも書かれているように、「海外
基地見直し委員会」も設置されている。
私の理解では、まだ任命されていないよ
うであるが、国防総省は委員会の報告を
尊重しなければならない。（梅林注：見直
し委員会がまだ任命されていないという
発言は誤りであり、後の部分で本人も修
正している）

ワーナー（軍備委員会委員長、バージニ
ア）：（反対）統合参謀会議議長の手紙
を全文記録に残して欲しい。

スノウ（メイン）：（賛成）テロとの戦争という
前例のない時代にいる。私は、過去のＢ
ＲＡＣを経験したし、外交委員会、軍備委
員会などのベテランだ。経験上、国防省
の将来の脅威予測はほとんど適切では
なかった。９３年の「ボトムアップ・レ
ビュー」も９７年のＱＤＲも、０１年のＱＤＲも、
新しい現実に適用できなかった。

　 　０１年のＱＤＲは９．１１の１９日後に出され
たのに、アルカイダという名前が１回も登
場しない。我 は々不確実性に依存しなが
ら、基地を閉鎖しようとしている。

ワーナー（軍備委員会委員長、バージニ
ア）：（反対）統合参謀会議議長の手紙
を読んで欲しい。「包括的な海外基地見
直しが完成間近である」と書いている。
　地元のことを考えるべきだ。不安定な
状態では、地元に企業を引きつけておく
ことはできない。

スノウ（メイン）：（賛成）十分に海外基地を
見直したことが一度もない。今こそやる
べきだ。

　 　基地閉鎖による国防費の節約という
問題は、複雑な問題だ。最初の６年は
まったく節約が無いということもあった。
節約があるとしても、その前に環境回復
のために多額の金を使わなければなら
ないことをやろうとしている。テロとの戦
争やイラク戦争にまだどれだけ金が要
るかも知れないのに。

　 　海外には、見直しに手つかずの基地
が７００もある。サウジアラビアやトルコでは

米軍は駐留を許されない可能性がある。

ファインシュタイン（カリフォルニア）：（賛
成）修正案は簡単だ。７００の海外基地の
見直しを先にやろうということだ。そして、
それをやったら急いで国内基地のことを
考えよう、ということだ。

　 　２００１年にＢＲＡＣ０５を決定したときに
は、９．１１前であった。それ以後状況は
まったく変わった。米軍の役割も構成も
見直されている。たとえば、国土安全保
障省は存在しなかった。国内基地には
新しい役割が生まれている。

　 　今は、国内基地の閉鎖を急ぐべき時
ではない。まだヨーロッパに１１万２０００人、
韓国に３万７０００人、日本に４万５０００人の
部隊がいる。冷戦時代に設計され、考案
され、意図された基地にいる。脅威は変
わった。

　 　０５年のＢＲＡＣが終わった後に、海外
基地の閉鎖が決まったときに、部隊は何
処にゆけばよいのか。閉鎖した基地をも
う一度開くのか。

　 　軍事建設小委員会委員長のハチソ
ン上院議員と、野党幹部委員である私
は、昨年、わが国の海外基地を客観的
かつ徹底的に吟味するために議会委員
会を創設する法律を導入しました。昨週
（梅林注：５月１０日～１４日の週）、我 は々
委員会と会合し、彼らに（軍の）任務を吟
味し、その任務で必要とされる基地の配
置に関して我 に々勧告するように命じま
した。

　 　国内基地の閉鎖に伴う環境回復の資
金が不足していることも指摘したい。サ
クラメントのマクレラン空軍基地の場合、
１３億ドル必要で２０３３年にしか完成しな
い。フォート・オードは２０３１年、キャッスル
空軍基地は２０３８年までかかる。民間利
用できない基地を急いで閉鎖してどうす
るのだ。

アラード（コロラド）：（反対）軍隊の主たる
目的は、国内、海外両方でアメリカ人の
安全を守ることだ。そのために軍の根本
的転換をすることが必要だというのが、
ブッシュ政権の優先的政策課題だ。そ
のための財源が不足している。節約が
必要だ。軍転換を私は支持する。

　 　海外基地を、新しい脅威に合わせて
見直さなければならない。それに異存は
ない。同様に、国内基地も新しい脅威の
下で見直さなければならない。
　国防総省の見積もりでは、ＢＲＡＣ０５で
２０１１年に５０億ドル、それ以後は毎年８０
億ドルの節約になる。節約が必要だ。

レビン（ミシガン）：（反対）我 は々、海外基
地を吟味し、今年末までに国防総省と政
府に報告書を出すための委員会を創設
しました。その委員会は、すでに会合し
ました。実際、私の知るところでは、今月
に第１回会議をもったようです。そして、
すでに第２回会議を計画しています。

（梅林注：「見直し委員会に関する」前言
を修正する内容である。）

　 　海外基地をまず検討するというのはい
い考えだ。現にそう定められている。

　 　 「世界態勢見直し」も行われている。
それも今年には完成される。したがって、
考え方のみならず、スケジュールも賛成
派の要求通りすでに進んでいる。

　 　私の情報では、２００１年のＢＲＡＣ投票
は、９月２５日に行われている。誰かの発
言は間違っている。９．１１の後にＢＲＡＣ０５
を認可したのだ。

　 　３月の国防総省報告では、２００１年に完
了した４回のＢＲＡＣで、ネットで１７０億ド
ル節約した。毎年７０億ドルの節約が継
続している。環境回復を含めて、本物の
節約だ。

　 　修正案は、２００７年に自動的に国内ＢＲ
ＡＣをすることにはなっていない。単に延
期ではなく、議会がもう一度行動しなけ
れば、ＢＲＡＣは撤廃される。もし、議会が
合意しないと、「世界態勢見直し」で海外
基地が見直されるのと国内基地問題が
切断される。

　 　海外の見直しはまず先に行われるべ
きだが、国内基地もそれに従って順序よ
く行われるべきだ。

マッケイン（アリゾナ）：（反対）基地閉鎖に
よって地元経済が影響を受けることに異
論はない。しかし、「常識をもった納税者
の会」や「国防情報センター」によると、４
回の基地閉鎖ラウンドで閉鎖された９７
基地のうち８８％で、個人所得が平均１０
％も増加している。７５％で仕事あたりの
平均賃金が上昇している。

　 　国防長官は、「世界態勢見直し」を確
実に実行している。ＢＲＡＣを遅らせると、
世界態勢と国内態勢の一体性が失われ
戦略に打撃となる。

ボイノビッチ（オハイオ）：（反対）現在継続
している戦争に資源を割り当てるべき
だ。そのためにＢＲＡＣを進めるべきだ。
無駄な基地に浪費される費用を削減す
ることが、今ほど必要なときはない。まだ、
２４％も国内基地は過剰であると言われ
ている。

　 　より少ない資源でより多くの仕事をす
るというのが、我々の基本原則だ。
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　 　ＢＲＡＣを強く支持するが、オハイオの
基地はすべて存続の正当性があると信
じるので、地元と一緒になって懸命に基
地存続を支援する。

ボクサー（カリフォルニア）：（賛成）国の経
済がうまく行っていない時に、地域経済
の打撃になるＢＲＡＣをやるべきではな
い。また、これまでの閉鎖基地の環境
浄化にまだ数１０年もかかるというのに、
新しい閉鎖を行う国防総省の方針に
反対だ。

　 　修正案は妥協の産物だ。来年にＢＲＡ
Ｃを行うが、海外基地に限定する。

コクラン（ミシシッピ）：（賛成）過去のＢＲＡ
Ｃで大きな経済的打撃を被ってきた。重
要な点は、海外の基地で莫大な出費を
していることだ。その基地は冷戦時代の
脅威とＮＡＴＯの義務によるものだった。
どちらももはや存在しない。現に部隊は
ヨーロッパからペルシャ湾や中東に移動
した。

ワーナー（軍備委員会委員長、バージニ
ア）：（反対）ＢＲＡＣが９．１１前にできたと
いう議論があったが、ＢＲＡＣを認可した
のは２００１年１２月だ。２００２年には、８人の
前国防長官が一致してＢＲＡＣ支持の議
会宛の手紙を書いていた。

　 　海外基地の見直しに関しては、上院
軍備委員会は、各軍の長官が「世界態
勢見直し」報告を３週間以内に提出する
と証言した。予定どおり実行されている
のだ。

セッションズ（アラバマ）：（反対）先月、代
表団を率いてヨーロッパを訪問した。そ
こでジミー・ジョーンズ最高司令官に
会った。基地も部隊も三分の二減らせる
可能性があるというとともに、並行して米
国の基地の再編も行われているという認
識を語っていた。つまり、国内基地の再
編を行いつつ同時並行で海外部隊の
撤退をし、どこに戻るかを決定するという
のは、おかしなことではない。

　 　シューメーカー陸軍参謀総長が言っ
ているように、安定した基地に新兵の安
定した生活や訓練を確保するようにす
べきである。

　 　ＢＲＡＣによって国防が弱くなると言っ
てはならない。そうであれば私は決して
賛成しないであろう。制服司令官全員が
言っているように、ＢＲＡＣでアメリカは
いっそう強くなるのだ。

ワーナー（軍備委員長、バージニア）：（反

対）ＢＲＡＣのためにどこの地域社会もロ
ビーストやコンサルタントを雇っている。Ｂ
ＲＡＣを延期すれば、この人たちが得を
する。州の納税者のお金がそれに使わ
れる。議会調査サービスの算定では、２０
０４会計年に２４００万ドルが使われる。ＢＲ
ＡＣを２年延期すると、一月に５万ドルをコ
ンサルタント会社に払っている州は１２０
万ドル以上の金がかかることになる。

インホウフ（オクラホマ）：（賛成）混乱があ
る。２年の延期という案ならば、私はワー
ナー議員と同意見だ。直ぐにやれ、と言
いたい。しかし、この修正案は、ＢＲＡＣを
廃止するものだ。２００７年に再び認可しな
ければならないのだ。これが私の理解
だ。これは延期ではない。下院の意見と
は違う。私が間違っていれば訂正してほ
しい。

ロット（提案者、ミシシッピ）：（賛成）下院の
ものは２年間延期であるが、我々のはそ
れと違う。

　 　まず、海外基地の閉鎖を行う。それが
終わったら国内基地をやる。２年延期で
はなく、１年で国内基地問題に行くことが
できるかも知れない。

インホウフ（オクラホマ）：（賛成）アラバマ
の上院議員がジョーンズ司令官のことを
言ったが、私もそこにいた。ブルガリア、
ルーマニア、ウクライナにも行って何が
起こっているか、かなり分かった。我々が
基地閉鎖で行おうとしていることに途方
もなく大きな影響があるだろう。

　 　私はＢＲＡＣが最初に始まったときに下
院議員であった。ＢＲＡＣ支持者であっ
た。しかし、その後の経過はよくない。政
治的になった。修正案が、ＢＲＡＣがもう
一度認可されなければ、なくなるというこ
とが確認できるならば修正案を支持した
いと思った。いま、それが確認できた。

ドーガン（提案者、ノースダコタ）：（賛成）
明確にしておきたい。ＢＲＡＣ０５の最初の
上院における投票は２００１年９月６日で
あって、９．１１の５日前であった。

　 　世界は、激しく動いていることが、重要
なポイントだ。誰一人として、今我々がソ
ビエトが作ったウズベキスタンの飛行場
を使うなどと予測できなかった。

　 　これまでの１００近い基地の閉鎖につ
いて、私は支持してきた。しかし、今度の
はそうはゆかない。世界は激しく変わっ
ている。海外から帰ってくる部隊を収容
するために、基地の閉鎖はできないかも
知れない状況なのだ。

　 　連邦予算が不足している。イラク戦
争を継続しなければならない。この時期
に基地閉鎖を実行すると、多くの支出を
伴う。

ワーナー（軍備委員会委員長、バージニ
ア）：（反対）過去のすべての大統領が、
ＢＲＡＣを支持してきた。次のコメントを最
後に紹介したい。
　我 は々、次の声明の入った手紙をまも
なく受け取るでしょう。つまり、政府は、３年
前に通過したＢＲＡＣ権限を変更したり、
延期したり、廃止したりする条項には強く
反対する。もし大統領が、ＢＲＡＣ権限を
変更したり、延期したり、廃止したりする
法案を受け取ったならば、国防長官も他
の上級顧問も共同して大統領に拒否権
を発動するよう勧告するでしょう。（梅林
注：実際、大統領が拒否権を発動する可
能性について、ホワイトハウスはこの論
争の翌日（５月１９日）に、上院、下院に文
書で警告した。）
　最初に海外基地に手をつけることは
正しいことだ。そのために軍事建設委員
会は、「海外基地見直し委員会」を設置
した。委員会は、現在、動いている。
　修正案の提案者が明確にしたように、
修正案はＢＲＡＣを殺そうとしている。
はっきりするまで地元は無視され続けら
れる。

ロット（提案者、ミシシッピ）：（賛成）「海外
基地見直し委員会」は「世界態勢見直
し」に関するものだ。基地閉鎖や再編の
プロセスではない。１２月に報告書を出し
ても、何も起こらない。我 は々、海外基地
を閉鎖・再編しようとしているのだ。

■投票結果
　修正案に賛成 ４７票
　修正案に反対 ４９票
　投票なし ４票

　修正案は僅差で否決された。

（梅林注：「海外基地見直し委員会」を設置
するのにリーダーシップを発揮したハチソン
上院議員、ファーシュタイン上院議員は、い
ずれも修正案に賛成した。つまり、ＢＲＡＣに
反対し国内基地の存続のために「海外基地
見直し」を推進しようとしていることが分か
る。）（要約・解説：梅林宏道）●Ｍ
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冷戦国際史プロジェクトによる新発見
　ウッドロー・ウィルソン国際研究センター（米国ワシント
ン）に１９９１年に設置された研究プログラムである冷戦国
際史プロジェクトは、旧「東」側にあって以前はアクセス
不可能だった資料から多くの事実を発見し、それらを公
表してきた。同プロジェクトは韓国国際交流財団の支援
を受けて、朝鮮民主主義人民共和国（ＤＰＲＫ）のかつて
の同盟国である旧ソ連、東欧旧社会主義諸国の公文書
館を調査して、ＤＰＲＫの政策決定過程を明らかにする公
文書を収集し続けている。
　最近、その成果の一部は、『冷戦国際史プロジェクト紀
要第１４/１５号』に論文・資料集「北朝鮮に関する新しい
証拠」として発表された１。ＤＰＲＫ自身が現在に至るまで
極端な秘密主義を貫いている以上、旧同盟国の記録が
ＤＰＲＫの内幕を知るための現時点における最上の資料
だろう。調査および研究の対象となったのは、現在の指
導者キム・ジョンイル（金正日）の実父キム・イルソン（金日
成）体制下におけるＤＰＲＫである。例えば、旧東独の指導
者エーリッヒ・ホーネッカーを訪問した際に、キム・イルソン
が驚くほど率直に、自国が直面している国際的、国内的
諸問題について言及していたことが明らかになっている。
　「北朝鮮に関する新しい証拠」はＤＰＲＫの核開発に
テーマを絞って資料を紹介し論じている訳ではないが、
筆者の見るところでは、その中にＤＰＲＫ指導部が核をど
のように受け止めていたのかを知るうえで貴重な証言が
含まれている。以下では、この論文・資料集に発表された
外交文書の抜粋を通して、ＤＰＲＫの核兵器認識の一端
を紹介することにする。

その１ 「核兵器を過小評価する」
　１９６０年代には、ＤＰＲＫは核兵器の威力を過小評価し、
ＤＰＲＫに対する核兵器使用の可能性は低いと考えてい
た。例えば、１９６３年、在平壌のハンガリー大使館は本国
に次のように報告している。「ソビエト大使が本職（筆者
註:報告書を書いたハンガリー大使館職員自身を指す）に
伝えてくれたように、彼（筆者註:ソビエト大使）とキム・イル
ソンの会談の中で、後者（筆者註:キム・イルソン）は、核戦
争の場合に、この国の地理的条件（山岳が多い地形）は
ある種の優位性を彼らに与えてくれることを説明した。な
ぜなら、山岳は爆発（筆者註:核爆発を指す）をかなりの程
度まで防ぎ、この国に大規模な破壊をもたらすには、その
種の多くの爆弾が必要とされるであろうからだ。」２また、
核兵器に関して幼稚な幻想を抱いていたようでもあり、
「共産主義者の核爆弾は資本主義者のそれよりも強力

だと主張していた」３とされている。

その２ 「在韓米軍戦術核の破壊力に恐怖する」
　ところが、１９８０年代までに核兵器の持つ抑止力につ
いて理解できるようになった。以下に引用する東独の文
書によれば、１９８６年には、米国が１０００発以上の核兵器を
展開しているために韓国を攻撃することができず、その
うちの２発で北朝鮮が破滅する可能性のあることを、キ
ム・イルソンは東独大統領エーリヒ・ホーネッカーに対し
て認めた。「キム・イルソン同志は、朝鮮民主主義人民共
和国が南鮮（筆者註:韓国）を攻撃する意図を有しておら
ず、またそうする能力を持っていなかったことを認めた。
１０００発以上の米国の核弾頭が南鮮に貯蔵されており、
それらは明らかに防衛を目的としたもので、朝鮮民主主
義人民共和国を壊滅させるには、そのうちの２発のみで
十分だろう。」４

その３ 「朝鮮半島非核化を提唱する」
　一方で、米国の戦術核の持つ圧倒的破壊力の前に無
力であることを認識したＤＰＲＫ指導部は、朝鮮半島の非
核化を提案することによって、米国核戦力の撤退を画策
した。旧東独の外交文書には次のように記されている。
「しかしながら、朝鮮民主主義人民共和国は、米国の保
有する多くの核兵器と南鮮で対峙させられている。この
ことが、朝鮮半島を平和な非核地帯に変換する目的で、
兵器競争に終止符を打ち、段階的に朝鮮半島における
軍事力を削減すべく、朝鮮民主主義人民共和国指導部
が米国部隊の撤退と核兵器の撤去を既に多くの機会に
提案してきた理由である。彼（筆者註:キム・イルソン）は、
朝鮮における状況はなお緊張していると述べた。」５

仮説:「核兵器独自開発を決断する？」
　最後に、筆者の仮説を述べて本稿を閉じたい。在韓米
軍の保有する大規模な戦術核戦力と対峙させられたＤ
ＰＲＫ指導部は自国の破滅を恐れると同時に社会主義陣
営に働きかけて米国戦術核の撤去による無力化を模索
した。それは、冷戦国際史プロジェクトの成果が示すよう
に、１９８０年代の経緯である。その同じ時期に、核兵器保
有の価値を痛感したＤＰＲＫ指導部は、他方では独自の
核兵器開発を推進する決断を下したのではないだろう
か。今回、冷戦国際史プロジェクトが公開した旧同盟国
の機密解除外交文書の中には、旧ソ連の公文書は含ま
れていないが、今後、同プロジェクトが公開する旧ソ連
関係の文書によって、さらに真実が明らかになってゆくこ
とを期待したい。
１．同論文・資料集電子版には、http://wwics.si.edu（ウッドロー・
ウィルソン国際研究センターのウェブサイト）からアクセスでき
る。詳しくは左記サイトを参照。

２．１９６３年２月１５日付け在北朝鮮ハンガリー大使館発ハンガリー
外務省宛報告書。出典は「北朝鮮に関する新しい証拠」。

３．「北朝鮮が危機に臨む態度、その過去と現在。旧同盟国公文
書館における新発見」（冷戦国際史プロジェクトニュース、２０
０３年３月）より引用。

４．１９８６年１０月１８～２１日のエーリッヒ・ホーネッカーによるＤＰＲＫ
訪問に関する報告書。出典は同上。

５．１９８８年５月１６日付け東独派遣使節団によるＤＰＲＫ訪問に関
する報告書。出典は同上。

金日成 の核兵器観
－－東欧公文書から

大滝正明

キム　イル　ソン

主
席

●Ｍ
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢
子、大澤一枝、大滝正明、田巻一彦、津留佐和子、中原
聖乃、中村和子、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読（年
６，０００円）の更新をお願いします。●メッセージなし：贈呈い
たしますが、入会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
新サービスとして『モニター』電子版のメール配信を開始しました。料金体系は変わりません。詳しくは、ウェブサイトの入会案内の
ページをご覧ください。また、従来どおり紙でも受取れます。会員には、『モニター』と『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報の
利用等に優遇されます。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞田巻一彦＜tamaki@pw.catv.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

今号の略語
ＢＲＡＣ＝基地閉鎖・再編
ＤＰＲＫ＝朝鮮民主主義人民共和国
ＧＡＯ＝会計検査院
ＧＰＲ＝（米軍）世界態勢見直し

日  誌
２００４.６.６～７.５

作成：中原聖乃、中村桂子

ＡＣＳＡ＝改定日米物品役務相互提供協定／
ＡＲＦ＝アセアン地域フォーラム／ＣＰＡ＝連合
国暫定当局／ＩＡＥＡ＝国際原子力機関／Ｗ
Ｂ＝ホワイトビーチ／ＷＭＤ＝大量破壊兵器

●６月７日　韓国政府、在韓米軍削減に向けた米
韓公式協議で、米が０５年末までに１万２５００人を削
減したいとの意向を公式に伝達したと表明。
●６月８日　第３０回主要国首脳会議（シーアイラ
ンド・サミット）開幕（～１０日）。９日、ＷＭＤの不拡散
に関する行動計画などを採択。
●６月８日　小泉首相、ブッシュ大統領と会談、イ
ラク主権移譲後の多国籍軍への自衛隊参加を事
実上表明。
●６月８日　米軍が世界規模で進めている米軍
海外駐留基地の再配置の一環として、厚木基地
の移転・返還が検討対象に浮上していると判明。
●６月８日　安保理、６月末の全面的な主権移譲
を明記した対イラク決議１５４６を全会一致で採択。
●６月１０日　韓国の中央日報、外交筋の話とし
て、北朝鮮が先月初めに長距離弾道ミサイルの
エンジン燃焼実験に成功したと報じる。
●６月１４日　国民保護法など有事関連７法が参
院本会議で可決、成立。改定日米物品役務相互
提供協定（ＡＣＳＡ）など３条約も承認される。
●６月１４日　北朝鮮船舶への適用を想定した特
定船舶入港禁止特別措置法、参院本会議で可
決、成立。　
●６月１６日　米同時テロの計画段階で、アルカイ
ダが日本の米施設に対する攻撃も検討していた
ことが、米政府の独立調査委員会が発表した報

告書で明らかに。
●６月１８日　政府、イラク復興支援特措法の施行
令改正と、自衛隊派遣の基本計画の変更を閣議
決定。同時に自衛隊が多国籍軍の指揮下に入ら
ないとした「政府見解」も了解。
●６月１８日　在日米軍再編問題で、米政府が協
議促進のため個別テーマを話し合う作業部会の
設置を日本側に提案していたことが明らかに。
●６月１８日　ＩＡＥＡ定例理事会、イランの核問題
について高濃縮ウランの検出など新たな疑惑が
判明したことを非難する決議を採択。
●６月１９日　イラン、ＩＡＥＡの非難決議採択への
対抗措置として、昨年秋から実施してきたウラン
濃縮凍結の解除を検討すると警告。
●６月１９日　インドとパキスタン、核兵器に関する
信頼醸成措置を話し合う専門家協議を開催。２０
日、共同声明を発表。
●６月２１日　核燃料サイクル開発機構の東海再
処理工場の分析所で、地下のコンクリート壁に放
射性物質による汚染が確認される。
●６月２３日　第３回６か国協議が北京の釣魚台迎
賓館で開幕。２６日、議長声明を発表して閉幕。
●６月２４日　ボルトン米国務次官、イランがウラン
濃縮に使用する遠心分離機の組み立てを再開す
ると英、独、仏に通告した、と下院外交委員会公聴
会で証言。
●６月２８日　イラクを占領統治してきた連合国暫
定当局（ＣＰＡ）、イラク暫定政府に正式主権移譲。
●７月１日　インド国防省報道官、インドが核弾頭
搭載可能なミサイル「アグニ１」（推定射程１２００キ
ロ）の発射実験を行い、成功したと発表。
●７月２日　ＡＲＦ、ジャカルタで開催。北朝鮮の白
南淳外相が出席。「朝鮮半島の非核化」へ向け
「できる限り早期に第一歩を踏み出すことが必要」
と強調する議長声明を発表。
●７月４日　海自、日米など７カ国が参加するリム
パック２００４で、ハワイ諸島北西約１００キロにある米
軍の訓練海域でミサイル迎撃訓練を実施。

イアブック「核軍縮・平和・自治体２００４」
　ピースデポが１９９８年から５年間刊行した
年鑑「核軍縮と非核自治体」が、装いも新
たに再登場します。装丁を手に親しみやす
いＡ５版に一新。内容面においても旧版を
いっそう拡充しました。
　核軍縮問題に力点をおきながら、日本の

平和と安全保障に関する過去一年の動向
を市民や自治体の視点から整理し、解説し
ました。５９のキーワードを見開き一話完結で
わかりやすく解説。また、２５点の一次資料も
オリジナル訳で掲載。
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８月１日発売！
ご注文はピースデポまで。
ＦＡＸ：０４５-５６３-９９０７
e-mail:office@peacedepot.org

監修：梅林宏道
企画・執筆：ピースデポ・イア

ブック刊行委員会
編集長：田巻一彦
発行：ＮＰＯ法人ピースデポ

●頒価：１８００円
●会員割引頒価：１５００円
（いずれも送料別）※まとめ購
入の場合はご相談下さい。

沖縄
●６月７日付　米政府が、米軍の変革・再編の一
環として、在沖海兵隊の一部を北海道に移転す
る案を日本側に非公式打診していたことが明ら
かに。
●６月９日　外務省・長嶺北米局参事官、在沖海
兵隊の北海道移転案について、「米側から提案を
受けて議論している事実はない」。
●６月１２日　米軍関係者の事件の増加を受け、
在日米海兵隊の深夜外出禁止措置が始まる。
●６月１２日付　在沖米軍、１１日までに、ＷＢの海
軍桟橋を幅２４メートルから４０メートルに拡張する
ため、杭打ち方式による鉄枠を海上に設置。
●６月１５日　嘉手納基地に勤務していた米軍曹
が、９８年１０月、同基地近くで１１歳の少女に暴行を
加える事件を起こした疑いがあることが判明。
●６月１７日　米軍三沢基地所属のＦ１６戦闘機、
嘉手納基地滑走路に着陸後、何らかのトラブルを
起こし、滑走路中央で緊急停止。
●６月２０日　在沖米海兵隊約２６００人をキャンプ
座間とキャンプ富士に分散して移転する構想が
米政府内部で浮上していることが日米関係筋の
話として明らかに。
●６月２１日　宜野湾市と在沖海兵隊、緊急車両
の普天間飛行場内の通行を認める協定を結ぶ。
●６月２１日　訪米中の松沢神奈川県知事、キャン
プ座間への移転構想について、「人口密集地の
狭小な基地で拡大する余裕はない」。
●６月２３日　沖縄「慰霊の日」。小泉首相、２年ぶ
りに沖縄全戦没者追悼式に参列。
●６月２３日　米海軍攻撃型原潜ソルトレイクシ
ティ、勝連町ＷＢに寄港。同日、出港。
●６月２７日　嘉手納基地内大型小売店で、妊婦
含め女性従業員２人が相次いで仕事中に倒れ、
一人が半身まひになっていることが明らかに。
●６月２８日　嘉手納基地でＲＣ－１３５電子情報収
集機が緊急着陸。同日、ＭＣ－１３０特殊作戦機が
緊急着陸。
●６月２９日　県警、照屋衆院議員（社民）が県内
で登録されているＹナンバー車両２万７千余台の
所有者を告発していた件の不受理を決定。
●７月３日　米陸軍が進めている都市型戦闘訓
練施設の建設予定地で、本体工事に向けた整地
作業などの造成工事が始まっていることが２日ま
でに明らかに。
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